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を加え35病巣79．5％であった．再発例は1年6ケ
月以降に生検で癌陽性となった1例（2．3％）のみ
で，その後ERを再施行し完全切除された．一方，
手術切除はsm浸潤3病巣，断端陽性2病巣に対し
て行われた．比較的小さな胃癌でもsm浸潤やly
（＋）の症例があるのでERの適応決定には注意を要
するが，手術例を対象に早期胃癌のリンパ節転移率
をみると全体で5．95％，m癌は0．33％，　sm癌は
15．22％であった．大きさ別にみるとsm癌では10
mm以下にリンパ節転移はなく，20　mmまでのもの
で2例5．88％，21mmを越えると16．28％と比較的
高い傾向を示した．m癌でリンパ節転移を認めた症
例は1例のみで，u1－IIの潰瘍を伴った11×6cmの
signet－ring　cell　carcinomaであった．すなわちm
癌であれば比較的大きな癌でもリンパ節転移陰性で
あり分割切除により治癒が得られる可能性が示唆さ
れる．
　大腸では1989年から1992年までにERが施行さ
れた早期癌は31例31病巣で，肉眼形態をみるIIa
型が21病巣67．7％と最も多く，IIc型は1病巣
3．2％とわずかであった．部位別頻度は直腸が12病
巣38．7％と最も多く次いでS去状結腸や上行結腸
が6病巣19．4％であった．これらのうち切除断端陰
性のものは26病巣で有効率は83．9％で，そのほか
切除断端陽性の4例とsm浸潤をみとめた1例は手
術切除された．
【結語】（1）早期胃癌に対する内視鏡的治療の有効率
はNd－YAGレーザー　69．3％，　PDT　61．1％，　ER
79．5％であり，大腸早期癌に対するERの有効率は
83．9％であった．（2）ERにて断端陽性の症例でも
適切な追加治療により再発を抑え治癒が得られる可
能性が示唆された．（3）一期二分割切除により20
mm以上でも潰瘍を伴わないm癌はERの適応と
なる可能性がでてきた．（4）腺腫の経過観察には形
態，大きさの変化，色調，細胞異型度などに加え酵
素抗体法によるP53異常蛋白の認識が有用と思わ
れ，その1例を呈示した。高度異型腺腫やP53染色
陽性例はERの良い適応と考えられる．
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今回われわれは悪性腫瘍の放射線治療のうち，特
に消化器系悪性腫瘍に対する放射線治療について，
当科において施行されている治療法，予後等を中心
に報告する．消化器系悪性腫瘍のうち再発，転移例
を除き初回治療法として放射線療法が選択される疾
患は，当施設においては主に食道癌，膵を含む胆道
系悪性腫瘍，直腸癌である．このうち食道癌に対す
る放射線治療は一般的にもほぼ確立されており，当
科においてもこれに従い治療している．また直腸癌
に関しては一部施設では根治照射を施行している
が，当科では他施設と協同で術前照射について検討
しており，一次効果は確認されているものの，最終
的評価は下されていないので，今回われわれは主に
胆道系悪性腫瘍の放射線治療について報告する．胆
道系悪性腫瘍は近年画像診断の進歩にもかかわら
ず，大部分が診断時切除不能である．切除率は
20～30％という報告もあり，5年生存率も10％以下
とされている．従来胆道癌をはじめとする腺癌は放
射線抵抗性と考えられてきたが，切除不能症例の治
療法や非治癒切除後の術後療法として注目されつつ
あり，近年比較的多施設からの報告が見られている．
本院においても照射症例は増加しつつあり，この現
状と問題点を報告する．
　対象は1987年4月から1992年3月までに本院放
射線科にて放射線治療を施行した胆嚢癌23例，胆管
癌40例，乳頭部癌4例の計67例を対象とし，年齢
分布は37歳から86歳である．
　照射方法はLinac　10　MV－X線を使用し，照射野
の大きさは症例ごとに画像診断所見，手術所見を参
考に2～4門の多門照射にて設定，原則として一回
1．8～2．OGy週5回法とし，目標線量は50～60　Gy
とした．一部症例ではこれに加えて腔内照射を併用
し，10～20Gy程度追加照射した．
　治療効果の検討は放射線治療開始日から起算した
生存期間について，Kaplan－Meier法による累積生
存率を求め比較検討した．胆嚢癌症例のうち50Gy
以上照射した症例は1年生存率37％であったが，こ
のうちの手術不能例では1年以上生存例は認めなか
った．胆管癌症例のうち50Gy以上照射した症例は
6カ月生存率81％，1年生存率67％であったが50
Gy未満の照射症例では6カ月生存率27％，1年以
上生存例は認めず有意差を認めた．放射線治療を施
行した全胆管癌症例は1年生存率28％であった．今
回対象とした胆道系悪性腫瘍67例では1年生存率
35％，5年生存率3％であった．
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　このように現在行われている治療法では充分な治
療効果ではなく，早急に有効な治療法の開発，導入，
集学的療法の確立が望まれる．
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　いままで多くの薬剤やその使用法が研究されてき
たにも関わらず，進行消化器癌に対する化学療法の
治療成績は決して良好とは言えない．なかでも消化
器癌の末期に合併する癌性腹膜炎における著明な腹
部膨満や嘔吐を患者の苦痛を最小限度に抑えながら
コントロールするのは難しかった．われわれは昭和
63年4月より平成4年9月30日までに220例の切
除不能および再発癌の患者に局所温熱療法を施行し
てきたが，このなかで癌性腹膜炎を合併した症例は
42例である．今回はこれを緩和医療の観点から，従
来の化学療法が行われた41例と比較検討し興味あ
る結果を得たので報告する．
【対象】胃癌33例，結腸癌9例の計42例を検討対象
とした．同時期に化学療法のみで治療された41例を
対照群として取り上げた．癌性腹膜炎の診断基準と
しては腹腔内に癌細胞が残存していることが確実で
CT或いは超音波検査で腹水が確認された症例とし
た．
【方法】A群15例はMMC　4　mg，5FU　500　mgを
1回忌として全身静脈投与を行い，同時に13．56
MHzの高周波電磁波による腹部領域加温を1時間
週2回行った．B群22例はこれに免疫療法として毎
回レンチナン1mgを併用投与した．　C群6例は第
12胸椎近辺にカテーテルの先端を置いた動注用リ
ザーバーからMMC　4　mg，5FU　500　mgを週1回
投与し同時に加温を行った．D群41例は対照群とし
てMMC　4　mg，5FU　500　mgを週2回全身静脈投
与を行った．
　評価項目は①生存期間，②根治不能確定後生存期
間，③最終入院期間，④末期確定後生存期間，⑤経
口摂取可能期間，⑥経口摂取不能期間，⑦PS（0～3）
維持期間，⑧PS　4期間，⑨胃減圧チューブ挿入期
間とした．また癌告知の有無による生存期間，根治
不能確定後生存期間を疾病別に検討した．
【結果】1）減圧チューブを挿入した症例数と挿入期
間は局所温熱療法施行群で有意に少なかった．2）平
均生存期間，最終入院期間，根治不能確定後生存期
間は局所温熱療法と化学療法，免疫療法の併用で最
も延長していた．4）経口摂取不能期間，PS　4期間
は局所温熱療法と動注の併用治療が最も短かった．
5）癌告知は平均生存期間や根治不能確定後の生存期
間を延長させる可能性が示唆された．
【考案】消化器癌の末期的状態として考えられる癌性
腹膜炎は，従来の化学療法では充分な効果が得られ
にくくまた苦痛の多い治療に耐えなければならない
病態の一つであった．しかしながら，今回検討の対
象とした局所温熱療法は，患者のPSを高いレベル
に維持しながら生存期間を延長させることが確認で
きた．また免疫療法の併用と腹部大動脈内の亜選択
的化学療法剤投与との併用では，前者の方が生存期
間に対する延長効果は高かったが，後者はPSを最
後まで高く維持するのに有用であった．今後これら
の機序を解明し末期癌状態の患者にも苦痛が少なく
有用な治療法の開発が重要であると思われた．
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